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�愛媛県告示第５８号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５９号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業所の

所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６０号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６１号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業所の

所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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公 告
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事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００１００２０１１１６ 有限会社さわやか 今治市天保山町五
丁目１番２９号 田 坂 曼 彦

身体障害
者居宅介
護

さわやか 今治市恵美須町
二丁目２－２

今治市天保山町
五丁目１番２９号

平成１７年
１０月２４日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００３０００３７１１２ 社会福祉法人三善
会

大洲市春賀甲１６８８
番地 渦 尻 敬治郎 児童居宅

介護
訪問ケアステー
ション春賀

大洲市春賀甲１６
６５番地

大洲市春賀甲１６
８９番地４

平成１７年
１０月１０日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００１０００２６１１７ 社会福祉法人三善
会

大洲市春賀甲１６８８
番地 渦 尻 敬治郎

身体障害
者居宅介
護

訪問ケアステー
ション春賀

大洲市春賀甲１６
６５番地

大洲市春賀甲１６
８９番地４

平成１７年
１０月１０日

毎週（火・金）曜日発行 第１７２６号 平成１８年１月１７日

平成１８年１月１７日火曜日 第１７２６号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第６４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定

に基づき、次のように都市計画を変更したいので、同条第２

項において準用する同法第１７条第１項の規定により、その都

市計画の変更の案を愛媛県庁及び松山市役所において告示の

日から２週間公衆の縦覧に供する。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 都市計画の種類及び名称

松山広域都市計画区域区分

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 次の区域内に存する市街化調整区域を市街化区域に変

更する。

松山市大可賀三丁目の一部

� 次の区域内に存する市街化区域を市街化調整区域に変

更する。

なし

�愛媛県告示第６２号
身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１７条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６３号
知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１５条の２０の規定により、指定居宅支援事業者から次のとおり指定居宅支援事業

所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第６６号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人の指定が取り消されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３

項の規定により告示する。

平成１８年１月１７日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００３００１２９１１７ 有限会社介護セン
ター津島

宇和島市津島町北
灘乙２０４１番地 水 野 八重子 児童居宅

介護
介護センター津
島指定訪問介護
事業所

宇和島市津島町
近家甲１６２３番地

宇和島市津島町
高田甲２９３０－１

平成１７年
１０月１８日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００１００１４０１１６ 有限会社介護セン
ター津島

宇和島市津島町北
灘乙２０４１番地 水 野 八重子

身体障害
者居宅介
護

介護センター津
島指定訪問介護
事業所

宇和島市津島町
近家甲１６２３番地

宇和島市津島町
高田甲２９３０－１

平成１７年
１０月１８日

事業者番号
指 定 居 宅 支 援 事 業 者 サービス

の 種 類

指 定 居 宅 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
名 称 主 た る 事 務 所

の 所 在 地 代表者の氏名 変 更 前 変 更 後

３８０００２００１６１１１１ 有限会社介護セン
ター津島

宇和島市津島町北
灘乙２０４１番地 水 野 八重子

知的障害
者居宅介
護

介護センター津
島指定訪問介護
事業所

宇和島市津島町
近家甲１６２３番地

宇和島市津島町
高田甲２９３０－１

平成１７年
１０月１８日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１７西建管第１２９９号

平成１７年１２月２８日
西条市飯岡字岸之上３７４３番２及び同市飯岡字大榎３７３２番１５

西条市飯岡３６９０番地の３
株式会社フラスコ
代表取締役 藤 原 弘 一

愛 媛 県 報平成１８年１月１７日 第１７２６号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１８年１月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

松山市南堀端町３番６ 宅 地 １７４．５３�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部管理局総務管理課財産処分係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２５５８

イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成１８年２月１３日（月）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１８年２月２７日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県庁第一別館１１階会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

愛媛県知事 加 戸 守 行

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 取 消 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

今第
１号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市朝倉北甲３９７番地
今治市朝倉支所

平成１７年１２月２８日

今第
２号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市玉川町三反地甲１０番地１
今治市玉川支所

平成１７年１２月２８日

今第
３号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市波方町樋口甲２５０番地
今治市波方支所

平成１７年１２月２８日

今第
４号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市大西町宮脇甲５０６番地の１
今治市大西支所

平成１７年１２月２８日

今第
５号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市菊間町浜８２２番地
今治市菊間支所

平成１７年１２月２８日

今第
１１号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市吉海町八幡１３７番地
今治市吉海支所

平成１７年１２月２８日

今第
１２号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市宮窪町宮窪２６６８番地
今治市宮窪支所

平成１７年１２月２８日

今第
１３号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市伯方町木浦甲１２３５番地
今治市伯方支所

平成１７年１２月２８日

今第
１４号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市大三島町宮浦５７０８番地
今治市大三島支所

平成１７年１２月２８日

今第
１５号

今治市別宮町一丁目４番地１ 今治市 今治市上浦町井口６６０５番地
今治市上浦支所

平成１７年１２月２８日

愛 媛 県 報平成１８年１月１７日 第１７２６号
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古紙配合率100％再生紙を使用しています 

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

平成１８年１月１７日 印刷
平成１８年１月１７日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３６

愛 媛 県 報平成１８年１月１７日 第１７２６号


